
証券コード　9444
平成28年７月13日

株 主 各 位
名古屋市中区栄三丁目４番 2 1号

株 式 会 社 ト ー シ ン

代表取締役社長 石 田 信 文

第30期定時株主総会招集ご通知

拝啓　日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第30期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますの
で、ご出席くださいますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ
ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成28年７月27日（水曜日）
午後６時までに到着するようご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬　具
記

１．日 時 平成28年７月28日（木曜日）午前10時
２．場 所 名古屋市中区錦三丁目23番３号

名古屋国際ホテル　紅梅の間
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照くださいますよ

うお願い申し上げます｡ )
３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．第30期（平成27年５月１日から平成28年４月30日まで）事
業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連
結計算書類監査結果報告の件

２．第30期（平成27年５月１日から平成28年４月30日まで）計
算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 　取締役６名選任の件
第２号議案
第３号議案

  監査役１名選任の件
　ストックオプションとして新株予約権を発行する件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申し上げます。
　なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が
生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　
http://www.toshin-group.com）において、修正後の事項を掲載させていただきま
す。
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（添付書類）

事　 業　 報　 告

（平成27年５月１日から
平成28年４月30日まで）

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

  当連結会計年度（平成27年５月１日から平成28年４月30日まで）におけ
るわが国経済は、政府による経済政策や金融緩和などを背景として企業収
益や雇用情勢は回復基調にあるものの、新興国の景気減退や円安傾向、日
銀のマイナス金利など先行き不透明感は依然継続しております。
　このような経済状況のもと、当社は、本社ビルの建替えを進めると共に
新築テナント用ビルの竣工など、安定した収益基盤の確保に努めておりま
す。また、移動体通信関連事業における販売基盤の強化・店舗運営の効率
化、不動産事業の安定収益の確保、リゾート事業の収益強化に努めてまい
りました。
　当連結会計年度の連結経営成績は、売上高261億28百万円（前年同期比
0.2％減）、営業利益５億36百万円（前年同期比249.8％増）、経常利益４
億24百万円（前年同期は、38百万円）、親会社株主に帰属する当期純利益
２億82百万円（前年同期は、親会社株主に帰属する当期純損失89百万円）
となりました。

        セグメントの業績は次のとおりであります。

移動体通信関連事業

  携帯電話業界におきましては、携帯電話の加入件数が平成28年３月末現

在で１億5,648万台に達しております（「電気通信事業者協会」より）。携

帯端末やネットワーク、料金体系での通信事業者間の差別化がなくなり、

電気・物販といったライフデザインへの進出が始まっております。

　このような環境の中、当社グループは、店舗近隣への営業活動による集

客力の強化、顧客満足度の向上に努めてまいりました。その結果、当連結

会計年度における売上高は、246億24百万円、セグメント利益は、6億82百

万円となりました。
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不動産事業

　不動産事業におきましては、景気の回復基調を背景に地価の上昇が見ら

れ、不動産市場は底堅く推移しております。また、新築テナント用ビルを

竣工させ、入居者募集に努めております。当グループにおきましては、市

場の変化を敏感に読み取りながら、的確な対応を進めております。

　当連結会計年度における売上高は２億42百万円、セグメント利益は91百

万円となりました。

リゾート事業

　ゴルフ業界は、若手からベテランに至るまで幅広いプロゴルファーの活

躍により、ゴルフ人気が幅広く波及しております。また、ゴルフが2016年

に開催されるリオデジャネイロ五輪の正式種目に採用されたことで、ゴル

フ人口の増加が期待されております。当連結会計年度における売上高は12

億18百万円、セグメント利益は２億23百万円となりました。

その他

　飲料水の販売やオリジナルゴルフ用品の販売、ゴルフレッスン施設、太

陽光発電事業等を行っております。

セグメント売上高

区分 売上高 構成比

移 動 体 通 信 関 連 事 業 24,624,622千円 94.2％

不 動 産 事 業 242,683千円 0.9％

リ ゾ ー ト 事 業 1,218,129千円 4.7％

そ の 他 43,352千円 0.2％

合 計 26,128,788千円 100.0％
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②　設備投資の状況

　当連結会計年度中において実施いたしました設備投資の総額は、13億17

百万円で、その主なものは次のとおりであります。

　　　・移動体通信関連事業

　　　・不動産事業

SoftBankショップ　沼津原店（静岡県沼津市）、au

ショップ　浜松市野店（浜松市東区）等移転・改装

費用

テナント物件の竣工（名古屋市中区）

　　③　資金調達の状況

　当連結会計年度は、自己資金及び金融機関からの借入金により所要資金

を賄いました。

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分
第 27 期

平成25年４月期
第 28 期

平成26年４月期
第 29 期

平成27年４月期

第 30 期
(当連結会計年度)
平成28年４月期

売 上 高(千円) 27,695,962 27,175,183 26,179,870 26,128,788

経 常 利 益(千円) 672,029 527,094 38,221 424,169

親会社株主に帰属
する当期純利益又
は親会社株主に帰
属する当期純損失
( △ )

(千円) 442,650 328,744 △89,859 282,887

１株当たり当期純利益又
は 当 期 純 損 失 ( △ )

699円60銭 51円96銭 △14円21銭 44円74銭

総 資 産(千円) 15,672,569 15,711,884 16,348,340 16,454,292

純 資 産(千円) 3,124,596 3,310,421 3,083,592 3,245,439

１株当たり純資産額 4,938円42銭 521円39銭 483円06銭 504円00銭

（注）　１株当たり当期純利益又は当期純損失は期中平均発行済株式総数に基づき、１株当たり

純資産額は期末発行済株式総数に基づき算出しております。なお、１株当たり当期純利益

又は当期純損失及び１株当たり純資産額の算出については、自己株式を控除して算出して

おります。

　　　　当社は、平成25年11月１日付けで普通株式１株につき普通株式10株の割合で株式分割を

行っております。これに伴い、第28期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当

たり当期純利益又は当期純損失及び１株当たり純資産額を算定しております。
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

  　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

千円 ％

トーシンリゾート株式会社 100,000 100  ゴルフ場の運営管理

(4) 対処すべき課題

　移動体通信市場の成熟化及び競争激化が続いており、不動産事業やリゾー

ト事業などの多角化により当社グループのさらなる成長に取り組んでまいり

ます。

①　移動体通信関連事業は、お客様第一主義のもと、ソフトバンクショップ

及びａｕショップの「専売店（キャリアショップ）」を中心に出店や新築・

改装を進めてまいります。売場環境の整備及びお客様のニーズに柔軟に対

応でき、顧客満足を得られる接客技術の向上に取り組んでまいります。

②　不動産事業におきましては、賃貸ビル及び賃貸マンションの効率運営に

より、安定した収益確保を目指してまいります。

③　ゴルフ場の運営管理等のリゾート事業におきましては、複数のゴルフ場

をオペレーションすることで、ノウハウの蓄積に努めております。今後は

集客力の向上や運営の効率化を図る体制を整え、経営効率を高めるととも

に施設整備を行い、魅力的なサービスを提供し、売上・利益の拡大を図っ

てまいります。

④　人材の確保・開発につきましては、新卒採用のほか、キャリア採用によ

る即戦力補充に努めております。また独自の階層別研修のほか、研修業者

による接遇訓練やマナー研修を採り入れながら、従業員の資質向上に努め

ております。当社では実力主義に基づく評価制度の浸透で、活力ある企業

集団づくりを目指しております。

⑤　一層のサービス向上を図るため、当社ソフトバンクショップ、ａｕショ

ップ及びゴルフ場においては、継続的にお客様アンケートを実施しており

ます。アンケートは、お客様の声として当社社長室で承っており、サービ

スの改善や拡充に努めております。引き続き、お客様目線のサービスを継

続してまいります。
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(5) 主要な事業内容（平成28年４月30日現在）

　当社グループ（当社及び当社の子会社）は、当社（株式会社トーシン）及

び子会社１社により構成されており、移動体通信機器の販売を主たる業務と

する移動体通信関連事業、賃貸ビル・賃貸マンションの不動産賃貸を主たる

業務とする不動産事業、ゴルフ場の運営を主たる業務とするリゾート事業を

展開しております。

(6) 主要な事業所（平成28年４月30日現在）

　  当社の主要な事業所

本社 名古屋市中区

　営業店舗

［ソフトバンクショップ　　17店舗］

愛知県　６店、静岡県　４店、三重県　２店、

東京都　３店、長野県　２店

［auショップ　　　　　　　21店舗］

愛知県　11店、静岡県　４店、三重県　３店、

東京都　２店、長野県　１店

［ケータイマーケット　　　１店舗］

愛知県　１店

子会社　１社

トーシンリゾート株式会社

　　　　　　名古屋市中区

［ゴルフ場　　３コース］

岐阜県加茂郡富加町　TOSHIN Golf Club Central Course

岐阜県関市武芸川町　TOSHIN さくら Hills Golf Club

三重県津市美里町　　TOSHIN Princeville Golf Course

－ 6 －

対処すべき課題、主要な営業所



　(7) 従業員の状況（平成28年４月30日現在）

事業部門 従業員数 前連結会計年度末比増減

移 動 体 通 信 関 連 事 業 182名 38名減

リ ゾ ー ト 事 業 42名 22名減

不 動 産 事 業 2名 2名増

そ の 他 2名 2名増

本 社 47名 8名減

合計又は平均 275名 64名減

（注）従業員数にはパートタイマー、契約社員、派遣社員は含まれておりません。

　(8) 主要な借入先の状況 （平成28年４月30日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 菱 東 京 U F J 銀 行 2,125百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,737

株 式 会 社 関 西 ア ー バ ン 銀 行 1,682

株 式 会 社 十 六 銀 行 646

株 式 会 社 静 岡 銀 行 495
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２．会社の現況

　(1) 株式の状況（平成28年４月30日現在）

①　発行可能株式総数 25,500,000株

②　発行済株式の総数 6,388,740株

③　株主数 12,585名

④　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 ジ ェ ッ ト 2,172,400株 34.36％

石 田 信 文 467,200 　7.39

山 田 正 義 268,600 4.25

石 　 田 　 ゆ か り 247,440 3.91

ト ー シ ン グ ル ー プ 従 業 員 持 株 会 164,289 2.60

ソ フ ト バ ン ク モ バ イ ル 株 式 会 社 144,000 2.28

山 田 月 子 80,000 1.27

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 72,000 1.14

萩 原 雄 二 50,700 0.80

株 式 会 社 オ ー レ ン ジ 43,350 0.69

（注）１．当社は、自己株式66,890株を保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

　　　２．持株比率は自己株式（66,890株）を控除して計算しております。

⑤　その他株式に関する重要な事項

  該当事項はありません。
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　(2) 新株予約権等の状況

①　当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価と

して交付された新株予約権

第４回新株予約権 第５回新株予約権

発行決議日 平成25年８月９日 平成27年８月10日

新株予約権の数
　　　　　　　　　　　

　　　42,150個

　　　　　　　　　　　

　　　4,320個

新株予約権の目的となる株式の

種類と数

普通株式421,500株

　　（新株予約権１個に

つき10株）

普通株式432,000株

　　（新株予約権１個に

つき100株）

新株予約権の行使時の払込金額 562円 615円

権利行使期間
平成28年８月16日から

平成31年７月31日まで

平成29年８月18日から

平成32年８月17日まで

行使の条件 注１～２ 注１～２

役 員 の

保有状況

取締役

（社外取締役を除

く）

新株予約権の数　　　

　42,150個

新株予約権の数　　　

　4,320個

目的となる株式数 　　

421,500株

目的となる株式数 　　

432,000株

保有者数　　　　　　

　　　５人

保有者数　　　　　　

　　　５人

社外取締役

新株予約権の数　　　

　　　　－

新株予約権の数　　　

　　　　－

目的となる株式数　　

　　　　－

目的となる株式数　　

　　　　－

保有者数　　　　　　

　　　　－

保有者数　　　　　　

　　　　－

監査役

新株予約権の数　　　

　　　　－

新株予約権の数　　　

　　　　－

目的となる株式数　　

　　　　－

目的となる株式数　　

　　　　－

保有者数　　　　　　

　　　　－

保有者数　　　　　　

　　　　－

（注）１．新株予約権者は、新株予約権行使時においても当社の取締役であることを要する。た

だし、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由がある場合はこの限りではな

い。

２．新株予約権を受けた者が死亡した場合は、その相続人による権利行使は認めない。
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②　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予

約権の状況

第５回新株予約権

発行決議日 平成27年８月10日

新株予約権の数 　　　　　　　　　　　　　　413個

新株予約権の目的となる株式の種類と数
　　　　　　　　普通株式41,300株

　　（新株予約権１個につき100株）

新株予約権の行使時の払込金額 615円

権利行使期間
平成29年８月18日から

平成32年８月17日まで

行使の条件 注１～２

使用人等への

交 付 状 況

当社使用人

新株予約権の数　　　　　352個

目的となる株式数 　　35,200株

交付者数 　　　　　　　　53人

当社子会社使用人

新株予約権の数 　　　　　61個

目的となる株式数　　　6,100株

交付者数　　　 　　　　　17人

（注）１．新株予約権者は、新株予約権行使時においても当社または当社子会社の従業員である

ことを要する。ただし、定年退職その他正当な理由がある場合はこの限りではない。

２．新株予約権を受けた者が死亡した場合は、その相続人による権利行使は認めない。
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(3) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（平成28年４月30日現在）

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 石 田 信 文 ト ー シ ン リ ゾ ー ト 株 式 会 社 　 代 表 取 締 役 社 長

取 締 役 石 　 田 　 ゆ か り 財 務 部 長

取 締 役 江 本 健 一
管 理 部 長

ト ー シ ン リ ゾ ー ト 株 式 会 社 　 取 締 役

取 締 役 中 根 秀 平
営 業 部 長

トーシンリゾート株式会社　取締役

取 締 役
旭 　 　 　 萌 々 子
(戸籍上氏名 田中萌々子）

社 長 室 長 兼 総 務 部 長

取 締 役 阿 曽 克 彦

監 査 役
（ 常 　  勤 ）

小 林 修 一 コ バ ヤ シ ア ー キ テ ッ ク 　 代 表

監 査 役 山 本 秀 樹

ア ル フ ァ 税 理 士 法 人 　 代 表 社 員

株式会社アルファコンサルティング　代表取締役社長

公 認 会 計 士 山 本 秀 樹 事 務 所 　 所 長

ト ー シ ン リ ゾ ー ト 株 式 会 社 　 社 外 監 査 役

監 査 役 鈴 木 真 司 鈴 木 真 司 法 律 事 務 所 　 所 長

（注）１．取締役阿曽克彦氏は、社外取締役であります。

２．取締役阿曽克彦氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引

所に届け出ております。

　　　３．監査役山本秀樹氏及び監査役鈴木真司氏は、社外監査役であります。
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４．監査役山本秀樹氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程

度の知見を有しております。

５．監査役鈴木真司氏は、弁護士の資格を有しており、東京証券取引所の定めに基づく独

立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

②　取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
（う  ち  社  外  取  締  役）

6名
(1)

113百万円
(1)

監 査 役
（う  ち  社  外   監  査  役）

3
(2)

3
(1)

合 計 9 116

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．取締役の報酬限度額は、平成８年２月28日開催の定時株主総会において年額400百万円

以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

３．監査役の報酬限度額は、平成８年２月28日開催の定時株主総会において年額40百万円

以内と決議いただいております。

③　社外役員に関する事項

イ．他の法人等との重要な兼職状況及び当社と当該他の法人等との関係

１.監査役山本秀樹氏は、アルファ税理士法人の代表社員、公認会計士山本秀樹事務所

の所長及び株式会社アルファコンサルティングの代表取締役社長であります。ま

た、トーシンリゾート株式会社の社外監査役ではありますが、各兼職先と当社との

間には、特別な関係はありません。

２.監査役鈴木真司氏は、鈴木真司法律事務所の所長ではありますが、兼職先と当社と

の間には、特別な関係はありません。
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ロ．当事業年度における主な活動状況

・取締役会及び監査役会への出席状況

取締役会（15回開催） 監査役会（13回開催）

出 席 回 数 出 席 率 出 席 回 数 出 席 率

取 締 役 阿 曽 克 彦 15回 100％ - -

監 査 役 山 本 秀 樹 13回     86.6％ 11回 84.6％

監 査 役 鈴 木 真 司 14回 93.3％ 12回 92.3％

・取締役会及び監査役会における発言状況

　　取締役阿曽克彦氏は、取締役会において、主に企業経営の豊富な経験と実績、見

識から発言を行っております。

　監査役山本秀樹氏は、取締役会及び監査役会において、主に公認会計士としての

専門的見地から発言を行っております。

　監査役鈴木真司氏は、取締役会及び監査役会において、主に弁護士としての専門

的見地から発言を行っております。

ハ．責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、責

任限定契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令

が定める額としております。
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(4) 会計監査人の状況

①　名称　　　　　　　　　　監査法人東海会計社

②　報酬等の額

支払額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 17,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

17,000千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

　　に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません

　　ので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しており

　　ます。

　　　２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積も

　　りの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査

　　人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

③　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、監査役会の決議を経たうえで会計監査人の解任又

は不再任を株主総会の付議議案とすることといたします。

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当

すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任

いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集

される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報

告いたします。

④　責任限定契約の内容の概要

　当社と会計監査人監査法人東海会計社は、会社法第427条第１項の規定に

基づき、責任限定契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責

任の限度額は、法令が定める額としております。
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(5) 業務の適正を確保するための体制

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は

以下のとおりであります。

　　①　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役会、各種会議の議事録等の文書及び電磁的記録は、関係規程並び

に法令に基づき、担当部署及び責任者を定め、適切に保存及び管理する。

　　②　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　　　　トーシン・リスク管理委員会を設置する。この委員会はリスク管理を統

　　　括する組織として、個々のリスク（経営戦略、業務運営、環境、災害等の

　　　リスク）の責任部署を定めるとともに、グループ全体のリスクを網羅的・

　　　総括的に管理する体制を確保する。

　　③　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　　　　取締役及び監査役で構成する取締役会を毎月開催して、重要事項につい

　　　て審議及び決定を行い、必要に応じ適宜開催する。

④　取締役及び使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保する

ための体制

　次のコンプライアンス体制を構築する。

　イ．当会社及びグループ各社は、取締役、使用人の企業倫理意識の向上、

法令遵守のため「トーシン行動指針」を定め、研修を実施し、実効化

する。

　ロ．当会社及びグループ各社における、法令遵守の観点から、これに反

する行為等を早期に発見し、是正するためグループ従業員を対象とし

た「内部通報制度」として「トーシン・アラーム」を設置する。

ハ．適時適正な情報開示を確保するため、責任部署を定めて財務報告の

正確性と信頼性の確保に取り組むほか、資金の流れや管理の体制を文

書化する。

⑤　当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業

務の適正を確保するための体制

　グループ共通の基本理念と基本方針を制定し、関係会社管理規程を設定

する。内部監査室による継続的な業務の適正性及び運営状況を実地監査す

る。
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⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する

事項

　監査室を設置して、監査役の要請があった場合は職務を補助するスタッ

フを配置する。監査役スタッフの人事評価及び任命は監査役会が行い、人

事異動については常勤監査役の同意を得る。

⑦　取締役及び使用人が監査役に報告する体制その他の監査役への報告に関

する体制

　イ．会社及びグループ各社の業務・財務に重大な影響、損害を及ぼす恐

れがある事実を発見したときは、当該事実に関する事項。

　ロ．会社及びグループ各社の役職員が法令又は定款に違反する行為をし、

又は、これらの行為を行う恐れがあると考えられるときは、その旨。

　ハ．監査役（会）から業務執行に関する事項の報告を求められた取締役

及び使用人は、速やかに当該事項につき報告を行う。

⑧　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　イ．代表取締役社長直属の組織として内部監査室を設置し、監査役と緊

密な連携を保ち、監査役に対し内部監査結果の報告を行う。

　ロ．代表取締役社長及び取締役との定期的会合を開催し情報交換を行う。

　ハ．取締役は、監査役による重要な会議への出席及び重要文書の閲覧､ 

子会社の実地監査等の監査活動に積極的に協力する。

　　⑨　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　取締役及び使用人が遵守すべき行動指針において、企業倫理を十分に認

識し、社会人としての良識と責任をもって、業務を誠実かつ公正に遂行す

ることを表明しており、反社会的勢力や団体との関係は一切遮断し、不当

要求に対しても毅然とした対応で臨み拒絶する。

(6) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

    当社では、前記業務の適正を確保するための体制に関する基本方針に基づ

　いて、体制の整備とその適切な運用に努めております。

　①　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　　　取締役会、各種会議の議事録等の文書及び電磁的記録は、関係規程並

　　びに法令に基づき、総務部総務課を主管部署とし、取締役総務部長を責

　　任者として適切に保管管理しております。
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　②　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

        代表取締役社長を議長として、トーシン・リスク管理委員会を年６回

　　　開催し、緊急事態による発生被害の未然防止及び緊急時に迅速な対策を

　　　決定できる体制を構築しております。

　③　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　　　　取締役会は、月１回の定時取締役会及び臨時取締役会を含め年15回開催

　　　し、法令及び定款等に定められた事項や重要事項等について法令及び定款

　　　等への適合性並びに業務の適正性の観点から審議を行い、迅速的に意思決

　　　定を行っております。

④　取締役及び使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保する

ための体制

　　　　「トーシン行動指針」に基づき取締役、使用人の企業倫理意識の向上、

　　法令遵守のため社内研修を実施し、「内部通報制度」である「トーシン・

　　アラーム」により内部通報内容の概要が代表取締役社長及び各取締役に報

　　告されております。

⑤　当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業

務の適正を確保するための体制

　　　　当社グループにおいて内部監査室による定期的な監査を実施しており、

　　　適時重要事項の報告を求め、重要性の高い項目については当社取締役会へ

　　　の報告を行い子会社を含めた業務実態把握を行っております。

⑥　取締役及び使用人が監査役に報告する体制その他の監査役への報告に関

する体制

　　　取締役及び使用人は、当社または子会社に著しい損害を及ぼす恐れのあ

る事態を発見した場合は、報告を受けた部門および内部監査室が速やかに

監査役に報告する体制をとっております。

　⑦　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　　　　監査役は、内部監査室及び会計監査人と連携し、効率的に監査を実施す

　るとともに、年1回会計監査人との意見交換会を行い、監査内容の充実を

　　　図っております。

　　⑧　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　　　総務部総務課において新規取引先と取引を行う際は業務フローを基にチ

ェックを行い、反社会的勢力であるか否かの調査を行っております。また、

反社会的勢力による不当要求の徹底的な排除のため、リスク管理委員会が

主体となって警察への通報、顧問弁護士への相談を実施するなど、外部専

門機関との連携を行っております。
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(7) 剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社の利益配分につきましては、経営の重要政策の一つと認識しており、

将来にわたる安定的な企業成長と経営環境の変化に対応するために必要な内

部留保金を確保しつつ、株主の皆様に安定的に利益還元を行うことを基本方

針としております。

　この方針のもと、当事業年度の期末配当金につきましては、業績及び今後

の経営環境や業績見通しなどを総合的に勘案いたしまして、１株当たり10円

の配当とさせていただきました。年間では、すでに実施済みの中間配当金１

株当たり10円とあわせまして、年間配当金は１株当たり20円となります。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成28年４月30日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

敷 金 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

繰 延 資 産

6,702,783

3,181,840

2,819,658

576,991

15,297

34,823

74,171

9,750,196

9,213,469

1,934,344

6,446,211

157,218

594,410

81,284

154,221

382,505

30,713

81,420

175,736

56,420

38,213

1,311

流 動 負 債 7,440,757

買 掛 金 2,685,301

短 期 借 入 金 3,100,000

1年内返済予定の長期借入金 795,507

１年内償還予定の社債 40,000

未 払 金 260,751

リ ー ス 債 務 51,696

未 払 法 人 税 等 93,399

賞 与 引 当 金 50,000

そ の 他 364,102

固 定 負 債 5,768,094

社 債 200,000

長 期 借 入 金 5,038,094

リ ー ス 債 務 161,325

退 職 給 付 に 係 る 負 債 14,627

資 産 除 去 債 務 40,887

デ リ バ テ ィ ブ 債 務 106,584

そ の 他 206,575

負 債 合 計 13,208,852

純 資 産 の 部

株 主 資 本 3,171,787

資 本 金 693,858

資 本 剰 余 金 832,377

利 益 剰 余 金 1,692,436

自 己 株 式 △46,885

その他の包括利益累計額 14,467

その他有価証券評価差額金 14,467

新 株 予 約 権 59,184

純 資 産 合 計 3,245,439

資 産 合 計 16,454,292 負 債 ・ 純 資 産 合 計 16,454,292
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連 結 損 益 計 算 書

（平成27年５月１日から
平成28年４月30日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 26,128,788

売 上 原 価 22,839,477

売 上 総 利 益 3,289,310

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,752,511

営 業 利 益 536,799

営 業 外 収 益 39,328

受 取 利 息 740

受 取 配 当 金 728

ゴ ル フ 場 施 設 協 力 金 11,167

ゴ ル フ ァ ー 保 険 1,391

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 161

そ の 他 25,139

営 業 外 費 用 151,959

支 払 利 息 110,418

デ リ バ テ ィ ブ 評 価 損 31,716

そ の 他 9,824

経 常 利 益 424,169

特 別 利 益 56,470

固 定 資 産 売 却 益 3,109

投 資 有 価 証 券 売 却 益 53,360

特 別 損 失 8,438

固 定 資 産 売 却 損 1,615

固 定 資 産 除 却 損 6,822

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 472,201

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 88,883

法 人 税 等 調 整 額 100,430

法 人 税 等 合 計 189,313

当 期 純 利 益 282,887

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 282,887
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連結株主資本等変動計算書

（平成27年５月１日から
平成28年４月30日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 693,858 832,431 1,523,350 △46,641 3,002,998

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △113,800 △113,800

親会社株主に帰属する当
期 純 利 益

282,887 282,887

自 己 株 式 の 処 分 △53 368 315

自 己 株 式 の 取 得 △612 △612

株主資本以外の項目の当期
変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － △53 169,086 △243 168,789

当 期 末 残 高 693,858 832,377 1,692,436 △46,885 3,171,787

その他の包括利益累計額

新 株 予 約 権 純資産合計その他有価証
券評価差額金

その他の包括利
益累計額合計

当 期 首 残 高 51,167 51,167 29,426 3,083,592

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △113,800

親会社株主に帰属する当
期 純 利 益

282,887

自 己 株 式 の 処 分 315

自 己 株 式 の 取 得 △612

株主資本以外の項目の当期
変 動 額 ( 純 額 )

△36,700 △36,700 29,758 △6,942

当 期 変 動 額 合 計 △36,700 △36,700 29,758 161,847

当 期 末 残 高 14,467 14,467 59,184 3,245,439
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

　連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　　１社

・連結子会社の名称　　　　　　　トーシンリゾート株式会社

(2) 持分法の適用に関する事項

　該当事項はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

　　その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法

により算定）

・時価のないもの　　　　　　　総平均法による原価法

ロ．デリバティブ　　　　　　　　時価法

ハ．たな卸資産

・商品

　移動体通信機器　　　　　　　個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げ

による方法）

　その他の商品　　　　　　　　移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切

下げによる方法）

・貯蔵品　　　　　　　　　　　最終仕入原価法による原価法（収益性の低下による簿

価切下げによる方法）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産

（リース資産を除く）

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建

物（建物附属設備を除く）については定額法）によっ

ております。

ロ．無形固定資産

（リース資産を除く）

定額法によっております。償却年数については、法人

税法に規定する方法と同一の基準によっております。

ソフトウェア（自社利用分）については、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額法によっており

ます。
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ハ．リース資産　　　　　　　　　所有権移転ファイナンス・リース取引係るリース資産

は、自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同

一の方法を採用しております。

　　　　　　　　　　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース

資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法を採用しております。

ニ．長期前払費用　　　　　　　　毎期均等償却をしております。

③　繰延資産の処理方法

　社債発行費について、社債の償還までの期間にわたり定額法により償却しております。

④　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　　従業員の賞与支給に備えるため、当連結会計年度に負

担すべき支給見込額を計上しております。

　　⑤　退職給付に係る会計処理方法

　当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係

る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

⑥　重要なヘッジ会計の方法

イ．ヘッジ会計の方法　　　　　　原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお､ 

特例処理の要件を満たしている金利スワップについて

は、特例処理によっております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象　　　ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金利

ハ．ヘッジ方針　　　　　　　　　デリバティブ取引に関する権限規程及び取引限度額等

を定めた内部規程に基づき、ヘッジ対象に係る金利変

動リスクを一定の範囲内でヘッジしております。

ニ．ヘッジ有効性評価の方法　　　一部の金利スワップについては、特例処理によってい

るため、有効性の評価を省略しております。

⑦　その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理　　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によって

おります。なお、控除対象外消費税及び地方消費税は、

当連結会計年度の費用として処理しております。

－ 23 －

連結注記表



２．会計方針の変更

　　　（企業結合に関する会計基準等の適用）

　　　　　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）、「連結

財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日）及び「事業分

離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日）を当連結会計年度

から適用し、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分へ表示の

変更を行っております。

　　　（減価償却方法の変更）

　　　　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成28年４

　　　月１日以後に取得した建物付属設備及び構築物にかかる減価償却費を定率法から定額法へ

　　　変更しております。

　　　　これによる損益に与える影響はありません。

３．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

定期預金 165,000千円

建物 1,494,688千円

土地 5,125,046千円

計 6,784,734千円

　上記の物件は、短期借入金574,801千円、１年内返済予定の長期借入金401,979千円、長期

借入金4,311,335千円の担保に供しております。

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 1,501,460千円

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 6,388,740株 －株 －株 6,388,740株

(2) 自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 66,210株 1,070株 390株 66,890株

(注)１．自己株式の株式数の増加1,070株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

　　２．自己株式の株式数の減少390株は、単元未満株式の売渡しによる減少であります。
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(3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

イ．平成27年６月12日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 50,580千円

・１株当たり配当額 8円

・基準日 平成27年４月30日

・効力発生日 平成27年７月９日

ロ．平成27年12月７日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 63,220千円

・１株当たり配当額 10円

・基準日 平成27年10月31日

・効力発生日 平成28年１月12日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期になるもの

　平成28年6月10日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 63,218千円

・配当の原資 利益剰余金

・１株当たり配当額 10円

・基準日 平成28年４月30日

・効力発生日 平成28年７月14日

５．金融商品に関する注記

 （1）金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については一時的な余資を安全性の高い金融資産で運用して

おります。また、資金調達については、主に銀行等金融機関からの借入により調達してお

ります。デリバティブは借入金の変動金利リスクを回避するために利用し、投機的な取引

は行いません。

②　金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である売掛金は、取引先の信用リスクに晒されておりますが、当該リスクに関

して、当社は期日及び残高を管理しており、信用状況を把握する体制をとっております。

　投資有価証券は、主に株式であり、定期的に時価の変動を把握しております。

　長期貸付金は、主に土地所有者への建物建設に伴う資金として、敷金保証金は出店に伴

うものであり、店舗建物所有者のリスクに晒されております。

　買掛金及び未払金については、ほとんどが２ヶ月以内の支払期日であります。借入金、

社債及びファイナンス・リース取引に係るリース債務の使途は運転資金及び設備投資資金

であります。

　デリバティブは借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした金

利スワップ取引であります。なお、デリバティブは社内ルールに従い、資金担当部門が決

裁担当者の承認を得て行っております。
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③　金融商品に係るリスク管理体制

　イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、営業債権について、各事業部門が主要な取引先の状況を定期的にモニタリング

し、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸

念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても同様の管理を行っておりま

す。

ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利スワップ取引を利用してお

ります。

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、

また、満期保有目的の債券以外のものについては、市況や取引先企業との関係を勘案して

保有状況を継続的に見直しております。

　デリバティブ取引の執行・管理については、社内ルールに従い、資金担当部門が決裁担

当者の承認を得て行っております。また、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定し

ているため信用リスクはほとんどないと認識しております。

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとと

もに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。連結子会社につい

ても同様の管理を行っております。

ニ．信用リスクの集中

　当連結会計年度の連結決算日現在における営業債権のうち48.1％が特定の大口顧客に対

するものであります。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでい

るため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

また、「（2）金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額

等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありま

せん。
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 （2）金融商品の時価等に関する事項

　　　平成28年４月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれら差額については、次の
とおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には
含まれておりません。（(注)２.参照）

連結貸借対照表
計上額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 3,181,840 3,181,840 －

(2）売掛金 2,819,658 2,819,658 －

(3）投資有価証券

その他有価証券 30,713 30,713 －

(4）長期貸付金 81,420 81,009 △411

(5）敷金保証金 35,348 35,248 △99

資産計 6,148,982 6,148,471 △511

(1）買掛金 2,685,301 2,685,301 －

(2）短期借入金 3,100,000 3,100,000 －

(3）未払金 260,751 260,751 －

(4）未払法人税等 93,399 93,399 －

(5）社債

①１年内償還予定の
　社債

40,000

②社債 200,000

社債　計 240,000 241,270 1,270

(6）長期借入金

①１年内返済予定の
　長期借入金

795,507

②長期借入金 5,038,094

長期借入金　計 5,833,601 5,852,240 18,639

(7）リース債務

①リース債務（流動負債） 51,696

②リース債務（固定負債） 161,325

リース債務　計 213,022 208,152 △4,869

負債計 12,426,075 12,441,115 15,040

デリバティブ取引（※）

①ヘッジ会計が適用
　されていないもの

(106,584) (106,584) －

②ヘッジ会計が適用
　されているもの

－ － －

（※）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の
債務となる項目については、（ ）で示しております。
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（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

（1）現金及び預金、（2）売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該

帳簿価額によっております。

（3）投資有価証券

　投資有価証券の時価については、株式は取引所の価格によっております。

（4）長期貸付金、（5）敷金保証金

　これらについては、回収可能性を反映した将来キャッシュ・フローを残存期間に対

応する国債の利回りで割り引いた現在価値により算定しております。なお、敷金保証

金については、(注)２.に記載のとおり、時価を把握することが極めて困難であるた

め、時価が確定できる敷金保証金についてのみ取得原価及び時価を記載しております。

負　債

（1）買掛金、（2）短期借入金、（3）未払金、（4）未払法人税等

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該

帳簿価額によっております。

（5）社債

　社債の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定され

る利率で割り引いて算定しております。

（6）長期借入金

　長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当

社の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額に近似してい

るため、当該帳簿価額によっております。固定金利によるものは、元利金の合計額を

同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定しております。

　なお、金利スワップの特例処理の対象となっている長期借入金については、当該ス

ワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想

定される利率で割り引いて算定しております。

（7）リース債務

　リース債務の時価については、元利金の合計額を同様の新規リース取引を行った場

合に想定される利率で割り引いて算定しております。
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デリバティブ

（1）ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、取引の対象物の種類ご

との連結決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額、時価及び評

価損益並びに当該時価の算定方法は、次のとおりであります。

 金利関連

区分 取引の種類

　当連結会計年度（平成28年４月30日）

契約額等

（千円）

契約額等の

うち１年超

（千円）

時価

（千円）

評価損益

（千円）

市場取引以外

の取引

金利スワップ取引

　変動受取・固定支払 1,210,268 1,134,736 △106,584 △31,716

合計 1,210,268 1,134,736 △106,584 △31,716

　　※時価の算定方法

　　　　取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

（2）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、ヘッジ会計の方法ごとの

連結決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額等は、次のとおり

であります。

金利関連

ヘッジ会計の

方法
取引の種類

主なヘッジ

対象

契約額等

（千円）

契約額等の

うち１年超

（千円）

時価

（千円）

金利スワップ

の特例処理

金利スワップ取引

長期借入金 378,459 219,043 △12,842

　変動受取・固定支払

　　※時価の算定方法

　　　　取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。
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（注）２．時価を把握することが困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

(1）敷金保証金 140,388

(2）受入敷金保証金 95,453

　これらについては、市場価格がなく、入居から退去までの預託期間を算定することが困難であ

ることから、キャッシュ・フローを合理的に見積もることができず、時価を把握することが極め

て困難であるため、時価の対象としておりません。

６．賃貸等不動産に関する注記

 （1）賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社では、愛知県において、賃貸収益を得ることを目的として賃貸ビル及び賃貸マンショ

ンを有しております。平成28年４月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は91,309

千円（賃貸収益は売上高に、主な賃貸費用は販売費及び一般管理費に計上）であります。

 （2）賃貸等不動産の時価に関する事項

連結貸借対照表計上額
当連結会計年度末の
時価当連結会計

年度期首残高
当連結会計
年度増減額

当連結会計
年度末残高

4,856,875千円 740,320千円 5,597,195千円 5,360,944千円

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

　　　２．当連結会計年度増減額のうち、主な増加額は名古屋市中区の建物の取得（758,408千

円）であり、主な減少額は賃貸物件「南陽ビル」の売却に伴う土地等（31,205千円）

であります。

　　　３．当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定

した金額であります。
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７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 504円00銭

(2) １株当たり当期純利益 44円74銭

８．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

９．資産除去債務関係に関する注記

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

（1）当該資産除去債務の概要

移動体通信関連事業等の店舗における原状回復義務であります。

（2）当該資産除去債務の金額の算定方法

使用可能見込期間を耐用年数とし、割引率は当該使用見込期間に見合う国債の

変動利回りを使用して資産除去債務の金額を算定しております。

（3）当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減

   期首残高    44,909千円

   有形固定資産の取得に伴う増加額 －千円

   時の経過による調整額 34千円

   資産除去債務の履行による減少額 △4,056千円

   期末残高 40,887千円
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貸　借　対　照　表
（平成28年４月30日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

車 両 運 搬 具

工 具 、 器 具 及 び 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

借 地 権

ソ フ ト ウ エ ア

電 話 加 入 権

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

長 期 貸 付 金

関 係 会 社 長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

敷 金 保 証 金

会 員 権

繰 延 税 金 資 産

繰 延 資 産

社 債 発 行 費

6,437,584

2,698,592

2,841,257

566,466

5,016

35,283

17,298

241,549

32,122

7,874,627

6,423,642

1,635,075

17,910

142

3,304

4,166,342

6,456

594,410

118,380

115,998

52

2,329

1,332,605

30,713

100,000

10

81,420

855,000

2,928

175,736

35,275

51,519

1,311

1,311

流 動 負 債 7,000,258

買 掛 金 2,663,508

短 期 借 入 金 3,100,000

１年内返済予定の長期借入金 673,923

１ 年 内 償 還 予 定 の 社 債 40,000

リ ー ス 債 務 5,503

未 払 金 182,761

未 払 法 人 税 等 35,500

預 り 金 214,545

前 受 金 33,600

賞 与 引 当 金 45,000

そ の 他 5,915

固 定 負 債 4,730,878

社 債 200,000

長 期 借 入 金 4,184,464

リ ー ス 債 務 1,175

資 産 除 去 債 務 40,887

退 職 給 付 引 当 金 11,289

受 入 敷 金 保 証 金 198,201

デ リ バ テ ィ ブ 債 務 94,860

負 債 合 計 11,731,136

純 資 産 の 部

株 主 資 本 2,508,735

資 本 金 693,858

資 本 剰 余 金 832,377

資 本 準 備 金 832,376

そ の 他 資 本 剰 余 金 1

利 益 剰 余 金 1,029,384

利 益 準 備 金 54,942

そ の 他 利 益 剰 余 金 974,442

特 別 償 却 準 備 金 3,613

別 途 積 立 金 195,000

繰 越 利 益 剰 余 金 775,828

自 己 株 式 △46,885

評 価 ・ 換 算 差 額 等 14,467

その他有価証券評価差額金 14,467

新 株 予 約 権 59,184

純 資 産 合 計 2,582,387

資 産 合 計 14,313,524 負 債 ・ 純 資 産 合 計 14,313,524
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損　益　計　算　書

（平成27年５月１日から
平成28年４月30日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 24,900,787

売 上 原 価 22,704,175

売 上 総 利 益 2,196,612

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,877,742

営 業 利 益 318,869

営 業 外 収 益 35,894

受 取 利 息 22,785

受 取 配 当 金 728

貸 倒 引 当 金 戻 入 161

そ の 他 12,220

営 業 外 費 用 127,126

支 払 利 息 83,489

社 債 利 息 4,344

デ リ バ テ ィ ブ 評 価 損 31,689

そ の 他 7,603

経 常 利 益 227,637

特 別 利 益 56,377

固 定 資 産 売 却 益 3,016

投 資 有 価 証 券 売 却 益 53,360

特 別 損 失 8,438

固 定 資 産 売 却 損 1,615

固 定 資 産 除 却 損 6,822

税 引 前 当 期 純 利 益 275,577

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 30,668

法 人 税 等 調 整 額 89,574

法 人 税 等 合 計 120,243

当 期 純 利 益 155,333
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株主資本等変動計算書

（平成27年５月１日から
平成28年４月30日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金
その他資本剰

余金
資本剰余金
合 計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計特 別 償 却

準 備 金
別 途
積 立 金

繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 693,858 832,376 55 832,431 54,942 4,406 195,000 733,503 987,851

当 期 変 動 額

特別償却準備金
の 積 立

88 △88 －

特別償却準備金
の 取 崩

△881 881 －

剰 余 金 の 配 当 △113,800 △113,800

当 期 純 利 益 155,333 155,333

自 己 株 式 の 処 分 △53 △53

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額(純 額)

当 期 変 動 額 合 計 － － △53 △53 － △793 － 42,325 41,532

当 期 末 残 高 693,858 832,376 1 832,377 54,942 3,613 195,000 775,828 1,029,384

株主資本 評価・換算差額等

新 株 予 約 権 純資産合計
自 己 株 式 株主資本合計

その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 △46,641 2,467,500 51,167 51,167 29,426 2,548,094

当 期 変 動 額

特別償却準備金
の 積 立

－ －

特別償却準備金
の 取 崩

－ －

　 剰 余 金 の 配 当 △113,800 △113,800

　 当 期 純 利 益 155,333 155,333

自 己 株 式 の 処 分 368 315 315

自 己 株 式 の 取 得 △612 △612 △612

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額(純 額)

△36,700 △36,700 29,758 △6,942

当 期 変 動 額 合 計 △243 41,234 △36,700 △36,700 29,758 34,292

当 期 末 残 高 △46,885 2,508,735 14,467 14,467 59,184 2,582,387
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　関係会社株式　　　　　　　　　総平均法による原価法

②　その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法によ

り算定）

・時価のないもの　　　　　　　　総平均法による原価法

③　デリバティブ　　　　　　　　　時価法

④　たな卸資産

・商品

　移動体通信機器　　　　　　　　個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げ

による方法）

　その他の商品　　　　　　　　　移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切

下げによる方法）

・貯蔵品　　　　　　　　　　　　最終仕入原価法による原価法（収益性の低下による簿

価切下げによる方法）

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

（リース資産を除く）

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建

物（建物附属設備を除く）については定額法)によって

おります。

②　無形固定資産

（リース資産を除く）

定額法によっております。償却年数については、法人

税法に規定する方法と同一の基準によっております。

ソフトウェア（自社利用分）については、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額法によっており

ます。

③　リース資産　　　　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース

資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法を採用しております。

④　長期前払費用　　　　　　　　　毎期均等償却をしております。
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(3) 繰延資産の処理方法

　社債発行費について、社債の償還までの期間にわたり定額法により償却しております。

(4) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　　従業員の賞与支給に備えるため、当事業年度に負担す

べき支給見込額を計上しております。

③　退職給付引当金　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務の見込額（期末自己都合退職金要支給

額の100％を計上する簡便法）に基づき計上しておりま

す。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法　　　　　　　原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお､ 

特例処理の要件を満たしている金利スワップについて

は、特例処理によっております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象　　　　ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金利

③　ヘッジ方針　　　　　　　　　　デリバティブ取引に関する権限規程及び取引限度額等

を定めた内部規程に基づき、ヘッジ対象に係る金利変

動リスクを一定の範囲内でヘッジしております。

④　ヘッジ有効性評価の方法　　　　一部の金利スワップについては、特例処理によってい

るため、有効性の評価を省略しております。

(6) その他計算書類作成のための基本となる事項

　　消費税等の会計処理　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によって

おります。なお、控除対象外消費税及び地方消費税は、

当事業年度の費用として処理しております。

２．会計方針の変更

　　　（減価償却方法の変更）

　　　　当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成28年４月１日以後に取得した建

　　　物付属設備及び構築物にかかる減価償却費を定率法から定額法へ変更しております。

　　　　これによる損益に与える影響はありません。
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３．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

定期預金 25,000千円

建物 1,341,335千円

土地 3,527,781千円

計 4,894,117千円

　上記の他、関係会社の借入金に対して定期預金（140,000千円）を担保に供しておりま

す。

　上記の物件は、短期借入金574,801千円、１年内返済予定の長期借入金318,379千円、長

期借入金3,612,135千円の担保に供しております。

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 1,144,799千円

(3) 債務保証

関係会社の金融機関からの借入等に対し債務保証を行っております。

トーシンリゾート株式会社 1,183,227千円

(4) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務は次のとおりであります。

①　短期金銭債権 298,261千円

②　短期金銭債務 －千円

４．損益計算書に関する注記

(1) 関係会社との取引高

①　売上高 4,076千円

②　その他の営業取引高 69,184千円

③　営業取引以外の取引高 22,120千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 66,210株 1,070株 390株 66,890株

(注)１．自己株式の株式数の増加1,070株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

　　２．自己株式の株式数の減少390株は、単元未満株式の売渡しによる減少であります。
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６．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(1) 流動資産

 　　 繰延税金資産

　　　賞与引当金 13,770千円

　　　その他 3,528千円

　　　　　計 17,298千円

　　　繰延税金負債 －千円

　　　繰延税金資産の純額 17,298千円

(2) 固定資産

 　　 繰延税金資産

　　　販売用不動産評価損 25,588千円

　　　ゴルフ会員権評価損 10,088千円

　　　資産除去債務 12,429千円

　　　退職給付引当金繰入超過額 3,431千円

　　　減価償却超過額 55,476千円

　　　その他 1,139千円

　　　　　計 108,155千円

　　　評価性引当額 △48,106千円

　　　　　計 60,048千円

　　　繰延税金負債

　　　その他有価証券評価差額金 △6,319千円

　　　特別償却準備金 △1,578千円

　　　その他 △631千円

　　　　　計 △8,529千円

　　　繰延税金資産の純額 51,519千円
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７．関連当事者との取引に関する注記

属 性 会社等の名称
議決権等の所有
(被 所 有 )割 合

(％)
関係内容 取引の内容

取引金額
（千円）

科 目
期末残高
(千円)

子会社
ト ー シ ン

リゾート株式会社
100.0

役 員 の 兼 任

管理業務の受託

資金の返済

受取利息

( 注 ) １

債 務 保 証

( 注 ) ２

140,000

22,120

1,183,227

未収入金 239,567

関係会社

長期貸付金
855,000

（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等

資金の貸付については、貸付利率は市場金利を勘案して利率を合理的に決定しており

ます。

　　　２．トーシンリゾート株式会社の金融機関からの借入等に対し、債務保証を行ったもので

あり、保証料は受け取っておりません。

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 399円12銭

(2) １株当たり当期純利益 24円56銭

９．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

10．資産除去債務関係に関する注記

　　資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

　　　　（1）当該資産除去債務の概要

　　　　　 移動体通信関連事業等の店舗における原状回復義務であります。

　    　（2）当該資産除去債務の金額の算定方法

　　　　　 使用可能見込期間を耐用年数とし、割引率は当該使用見込期間に見合う国債の変動利

回りを使用して資産除去債務の金額を算定しております。

　　　　（3）当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

   期首残高 44,909千円

   有形固定資産の取得に伴う増加額 －千円

   時の経過による調整額 34千円

   資産除去債務の履行による減少額 △4,056千円

   期末残高 40,887千円
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書

平成28年６月27日

株式会社トーシン

取締役会　御中

監査法人東海会計社
代 表 社 員
業務執行社員

公 認 会 計 士 棚 橋 　 泰 夫 ㊞

代 表 社 員
業務執行社員

公 認 会 計 士 後 藤 　 久 貴 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、株式会社トーシンの平成27年5月1日
から平成28年4月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に
重要な虚偽表示がないかどうかについての合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、
これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有
効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関
連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法
並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討
することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を得たと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、株式会社トーシン及び連結子会社から成る企業集団の当該連結計算
書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの
と認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

　以　上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
平成28年６月27日

株式会社トーシン
取締役会　御中

監査法人東海会計社
代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 棚 橋 　 泰 夫 ㊞
代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 後 藤 　 久 貴 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社トーシンの平成27年5
月1日から平成28年4月30日までの第30期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行っ
た。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経
営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及
びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般
に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に
計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す
るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計
算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査
法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適切な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を得たと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成27年５月１日から平成28年４月30日までの第30期事業

年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ

き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1)監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実

施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人から

その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし

た。

(2)各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方

針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎

通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方

法で監査を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務

　の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁

　書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を

　調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査

　役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の

　報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合す

　るための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の

　適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項

　及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決

　議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役

　及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受

け、　必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているか

　を監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につ

　いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人か

　ら「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計

　算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」　　

（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知　

を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその付属明細書、

計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）

及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、

連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。

　　また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締

役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人監査法人東海会計社の監査の方法及び結果は相当であると

認めます。

　(3) 連結計算書類の監査結果

　　　会計監査人監査法人東海会計社の監査の方法及び結果は相当であると

認めます。

　　　平成28年６月28日

　　　　　　　　　　　　株式会社トーシン　監査役会
監 査 役
（ 常 勤 ） 小 林 修 一 

社 外 監 査 役 山 本 秀 樹 

社 外 監 査 役 鈴 木 真 司 

以　上
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株主総会参考書類
　　第１号議案　取締役６名選任の件

　取締役全員（６名）は本総会終結の時をもって任期満了となりますので、
取締役６名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
株 式 の 数

１

いし

石
だ

田
のぶ

信
ふみ

文

(昭和35年１月３日)

昭和55年５月　個人経営の石田工業を創業

昭和61年７月　有限会社石田興業設立、取締役

就任

昭和63年４月　当社設立、代表取締役社長就任

現在に至る

<重要な兼職の状況>

　トーシンリゾート株式会社 代表取締役社長

株

467,200

２

いし

石
 

　
だ

田
 

　
 

ゆ
 

か
 

り

(昭和37年４月25日)

昭和61年７月　有限会社石田興業設立、取締役

就任

昭和63年４月　当社設立、取締役就任

平成21年７月　当社常務取締役就任

平成24年７月　当社取締役就任

現在に至る

<当社における地位及び担当>

　取締役財務部長

247,440

３

え

江
もと

本
けん

健
いち

一

(昭和53年11月１日)

平成13年４月　当社入社

平成18年５月　当社執行役員就任

平成19年７月　当社取締役就任

平成21年７月　当社常務取締役就任

平成24年７月　当社取締役就任

　　　　　　　現在に至る

<当社における地位及び担当>

　取締役管理部長

<重要な兼職の状況>

　トーシンリゾート株式会社　取締役

5,240

４

なか

中
ね

根
しゅう

秀
へい

平

(昭和51年９月６日)

平成12年３月　当社入社

平成18年５月　当社執行役員就任

平成21年７月　当社取締役就任

現在に至る

<当社における地位及び担当>

　取締役営業部長

<重要な兼職の状況>

　トーシンリゾート株式会社　取締役

33,840
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候補者
番　号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
株 式 の 数

５

あさひ

旭　　　
も

萌
も

々
こ

子
(戸籍上氏名 田中萌々子)

(昭和57年６月16日)

平成17年４月　当社入社

平成25年11月　当社社長室部長就任

平成26年７月　当社取締役就任

              現在に至る

<当社における地位及び担当>

　取締役社長室長兼総務部長

4,600

６

あ

阿
そ

曽
かつ

克
ひこ

彦

(昭和19年８月８日)

昭和44年７月　日本国有鉄道入社

昭和62年４月　東海旅客鉄道株式会社入社

昭和63年４月　ジェイアール東海バス株式会社

取締役

平成３年４月　同社　常務取締役

平成４年４月　株式会社東海デジタルホン　常

務取締役

平成11年８月　株式会社ジェイフォン東海　常

務取締役

平成13年７月　中部国際空港株式会社　取締役

平成19年７月　名古屋ステーション開発株式会

社　代表取締役社長

平成24年７月　ジェイアールセントラルビル株

式会社　常勤監査役

平成25年６月　同社常勤監査役退任

平成26年７月　当社取締役就任

　　　　　　　現在に至る

－

（注）1.各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

2.阿曽克彦氏は、社外取締役候補者であり、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程

第436条の2に規定する独立役員として届け出ております。

3.阿曽克彦氏を社外取締役とした理由は、同氏の経営者としての豊富な経験等に基づく社

外取締役として、当社経営に対し有益なご意見や率直なご指摘をいただき、当社経営意

思決定の健全性・透明性の向上に資することを期待しているためです。

4.阿曽克彦氏の社外取締役に就任してからの年数は、本総会終結の時をもって２年となり

ます。

5.社外取締役候補者である阿曽克彦氏とは、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する責任限定契約を締結しております。なお、当該契

約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に規定する最低責任限度額と

いたします。同氏が選任された場合、当社との間で上記と同じ責任限定契約を継続する

予定であります。
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　　第２号議案　監査役１名選任の件

　監査役小林修一氏は本総会終結の時をもって任期満了となりますので、
監査役１名の選任をお願いするものであります。
　なお本議案に関しまして、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る 当 社
株 式 の 数

こ

小
ばやし

林
しゅう

修
いち

一

(昭和25年11月１日)

昭和44年４月　株式会社鵜飼組(現株式会社ウカ

イ）入社

平成23年１月　コバヤシアーキテック設立

平成24年２月　当社入社

　　　　　　　仮監査役（常勤）就任

平成24年７月　監査役（常勤）就任

現在に至る

<重要な兼職の状況>

　コバヤシアーキテック 代表

株

－

(注)　小林修一氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。
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   第３号議案　ストックオプションとして新株予約権を発行する件

会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、当社及び当社子会

社の取締役、従業員に対し、ストックオプションとして新株予約権を無償

で発行すること及び募集事項の決定を当社取締役会に委任することのご

承認をお願いするものであります。

  また、本議案は会社法第361条の規定に基づき当社取締役に対する報酬等と

して新株予約権を付与することにつきましても併せてご承認をお願いする

ものであります。

  なお、第１号議案「取締役６名選任の件」が原案どおり承認可決されます

と、取締役は６名(内社外取締役１名)となります。

　記

１．ストックオプション制度を導入する目的及び新株予約権を無償で発行す

る理由

当社及び当社子会社の取締役、従業員の業績向上に対する貢献意欲や士気

を一層高めることを目的として、新株予約権を無償で発行するものであり

ます。

２．新株予約権の発行要領

（１）新株予約権の割当を受ける者

当社及び当社子会社の取締役、従業員

（２）新株予約権の目的たる株式の種類及び数

当社普通株式499,700株を上限とする。

なお、当社が新株予約権発行日以降、株式分割または株式併合を行

う場合、次の算式により調整するものとする。ただし、かかる調整

は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の

目的となる株式の数についても行われ、調整の結果生じる１株未満

の株式については、これを切り捨てるものとする。

　　　　　　　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

（３）発行する新株予約権の総数

4,997個（新株予約権1個につき当社普通株式100株。ただし（２）に

定める株式数の調整を行った場合は、同様の調整を行う。）を上限

とする。
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（４）新株予約権の発行価額

無償で発行するものとする。

（５）新株予約権の行使に際して払込をなすべき額

新株予約権１個当たりの払込をなすべき額は、次により決定される

１株当たりの払込金額（以下、「行使価額」という。）に新株予約

権１個につき割当てられる株式数を乗じた金額とする。

行使価額は、新株予約権発行日の属する月の前月の各日（取引が成

立しない日を除く。）における東京証券取引所における当社普通株

式普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額（1円未満の端数は切

り上げる。）とする。

　　　ただし、当該価格が新株予約権発行日の終値（当日取引が成立しな

い場合はそれに先立つ直近日の終値。）を下回る場合は、新株予約

権発効日の終値を行使価額とする。

　　　なお、当社が新株予約権発行日以降、時価を下回る価格で新株の発

行（新株予約権の行使は除く。）または自己株式の処分をするとき

は、次の算式により払込価額を調整し、調整の結果生じる1円未満の

端数は、これを切り上げるものとする。

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込価額

調整後

行使価額
＝
調整前

行使価額
×

新株式発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株

式数から当社の保有する自己株式の総数を控除した数とし、また、

自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自

己株式数」に、「新株式発行前の時価」を「処分前の時価」に、そ

れぞれ読み替えるものとする。上記のほか、行使価格の調整を必要

とする場合には、合理的な範囲内で、行使価額は適切に調整された

ものとする。また、当社が新株予約権発行日以降、株式分割または

株式併合を行う場合、次の算式により払込価額を調整し、1円未満の

端数は切り上げるものとする。

調整後払込価額＝調整前払込価額×
１

分割・併合の比率
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（６）新株予約権の権利行使期間

新株予約権の募集事項を決定する取締役会決議日の翌日から２年を

経過した日を始期として、その後３年間とする。

（７）新株予約権の行使の条件

　　① 新株予約権発行時において当社の取締役または従業員であった者

は、新株予約権行使時においても当社の取締役または従業員である

ことを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職その他取締

役会が正当な理由があると認めた場合はこの限りでない。

　　② 新株予約権の割当を受けた者が死亡した場合は、その相続人による

権利行使は認められない。

　　③ その他の権利行使の条件は、本株主総会後に開催する取締役会並び

に新株予約権割当契約により定める。

（８）新株予約権の取得事由及び条件

　　① 当社が消滅会社となる合併についての合併契約書、当社が完全子会

社となる株式交換についての株式交換契約書または株式移転の議

案について、株主総会の承認議決がなされたときは、当社は当該新

株予約権を無償で消却することができる。

　　② 上記（７）に規定する新株予約権を行使できなくなった場合、また

は、新株予約権者が新株予約権の全部または一部を放棄した場合に

は、当社は当該新株予約権を無償で消却することができる。

（９）新株予約権の譲渡制限

新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要するものと

する。

（10）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本

金及び資本準備金に関する事項

　　① 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資

本金の額は、会社計算規則第17条第1項に従い算出される資本金等

増加限度額の2分の１の金額とし、計算の結果生じる1円未満の端数

は、これを切り上げる。

　　② 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資

本準備金の額は、上記①記載の資本金等増加限度額から①に定める

増加する資本金の額を減じた額とする。
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（11）株式交換・株式移転時等の新株予約権の処理の方法等

当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、

新設分割、株式交換または株式移転（以下これらを総称して「組織

再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発

生の時点において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」と

いう。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第

236条第1項第8号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会

社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付す

ることとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再

編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以

下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、合併

契約、吸収分割契約、新設分割契約、株式交換契約または株式移転

計画において定めた場合に限るものとする。

　　① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一

の数をそれぞれ交付するものとする。

　　② 新株予約権の目的たる再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

    ③ 新株予約権の目的たる再編対象会社の株式の種類

組織再編行為の条件等を勘案の上、前記（２）に準じて決定する。

    ④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、

組織再編行為の条件等を勘案の上、前記（５）で定められる行使価

額を調整して得られる再編後払込金額に上記③に従って決定され

る当該新株予約権の目的たる再編対象会社の株式の数を乗じて得

られる額とする。

  ⑤ 新株予約権を行使できる期間

前記（６）に定める新株予約権の行使期間の初日と組織再編行為の

効力発生日のいずれか遅い日から、前記（６）に定める新株予約権

の行使期間の末日までとする。

⑥ 新株予約権の行使により再編対象会社が株式を発行する場合にお

ける増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記「（10）新株予約権の行使により株式を発行する場合における

増加する資本金及び資本準備金に関する事項」に準じて決定する。
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　　⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会

（再編対象会社が取締役会設置会社でない場合には取締役の過半

数）の承認を要するものとする。

⑧ 新株予約権の取得事由及び条件

前記（８）に準じて決定する。

（12）取締役に対する新株予約権の公正価額の算定基準

取締役に対する新株予約権の公正価額は、割当時における諸条件を

元にブラック・ショールズ・モデルにより算定した公正な評価に基

づくものとする。

　　  （13）新株予約権その他の内容

新株予約権に関するその他の内容については、新株予約権の募集事

項を決定する当社取締役会において定める。

以  上
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株主総会会場ご案内図

会場　名古屋市中区錦三丁目23番３号

　　　名古屋国際ホテル　紅梅の間

　　　（052）961－3111

交通のご案内

■地下鉄栄駅８番出入口より徒歩２分

■ＪＲ・名鉄・地下鉄名古屋駅より車で約７分

地図


